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３ 外国人の人権 

 

【要約文】 

外国人の人権問題は、日本社会においてダイバーシティの実現を著しく阻害する一要因であ

り、早急に解決されなければならない。 

2016（平成 28）年 6 月に施行されたいわゆる「ヘイトスピーチ解消法」は、対象を適法な在

留資格を要する本邦外出身者とその子孫に限定している点、差別的取扱を対象外としている点

で問題がある上、禁止規定を持たない理念法に過ぎず、実効性に欠ける。そのため、現在もヘ

イトスピーチデモは全国各地で頻繁に行われ、ネット上のヘイトスピーチも後を絶たず、深刻

なヘイトクライムも発生している。日本政府はヘイトクライムに関する調査や対策を講じると

ともに、速やかに包括的な人種差別禁止基本法を制定するべきである。 

地方自治体では、人種差別に関連する条例制定や、差別集会目的の公の施設利用申請を制限

するためのガイドライン等の策定の動きが広まっている。しかし、条例の内容にはばらつきが

あり、包括的かつ実効的な条例は未だ制定されていない。  

 日本の難民認定率は相変わらず異常に低く 2022（令和 3）年度は 3％にとどまる。難民認定

手続は、法務省出入国管理局ではなく、政策的・外交的配慮に影響されない独立した第三者機

関により、国際的基準に基づいて実施されるべきである。  

入管法は、退去強制事由に該当する全ての外国人を収容するという「全件収容主義」を採用

しており、収容の根拠となる収容令書、退去強制令書はいずれも司法によるチェックを受けな

いまま入国管理局の主任審査官により発付され、かつ、退去強制令書による収容には期間制限

がない。かかる入管収容に対しては国連理事会恣意的拘禁作業部会から、自由権規約 9 条等に

反する恣意的拘禁との意見が発出されている中、2021（令和 3）年 2 月、日本政府は、退去強

制手続関連の罰則を多数申請し、難民申請者の強制送還を一部解除するなど、対象となる外国

人の権利を大幅に制約する入管法改正案を上程した。しかし、その後の同年 3 月に起きたスリ

ランカ人女性の入管収容所内での病死事件を契機として、入管収容の実態がようやく世間に知

られるところとなった結果、改正案に対する反対の世論が高まり、同法案は同年 5 月 18 日に

廃案となった。 

外国人労働者の受け入れ拡大に向けた改正入管法が 2019（平成 31）年 4 月に施行されたが、

非熟練労働者を受け入れる新たな法制度を導入するのであれば、現実には非熟練労働者受け入

れ手段として機能し、重大な人権侵害が後を絶たない技能実習生制度を廃止すると共に、差別

禁止法の制定や統合政策の策定など、外国人との共生社会の確立に向けたインフラを早急に整

備するべきである。 

 

（１）人種差別に関する問題 

ア いわゆる「ヘイトスピーチ解消法」の問題点 

「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」（いわ

ゆる「ヘイトスピーチ解消法」）が 2016（平成 28）年 6 月 3 日に施行されてから 6 年が経過し
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た。 

本法律は、人種差別に関する初めての国内立法であり、急速に広まる外国人・民族的少数者

をターゲットにしたヘイトスピーチに対する対策の第一歩であったが、本法律で解消すべきと

されている「不当な差別的言動」の対象者は、本邦外出身者又はその子孫で、かつ、本邦に適

法に居住する者に限定されており、アイヌ民族など日本で生まれ育った民族的少数者や、難民

申請者を含む在留資格を持たない外国人が一律に排除されている点において問題がある。この

点、2022（令和 4）年 11 月 3 日、国連自由権規約委員会は日本政府に対して、ヘイトスピーチ

解消法を改正してその対象者の範囲を拡大するよう求める勧告を発出している

（CCPR/C/JPN.CO/7、パラグラフ 13） 

また、ヘイトスピーチ解消法は、差別的取り扱いについて何ら規定していない。この点、人

種差別撤廃条約の国内法にあたる包括的な差別禁止法を長年にわたり制定してきていない理由

について、日本は国連の場で「日本にはそこまで深刻な差別はない」と説明してきた。しかし、

2017（平成 29）年 3 月末、日本政府が公表した「外国人住民調査報告書」によれば、過去 5 年

間に日本で住む家を探した経験があると回答した 2，044 人の外国人のうち、外国人であるこ

とを理由に入居を断られた経験がある人が 39.3％、日本人の保証人がいないことを理由に入居

を断られた経験がある人が 41．2％、「外国人お断り」と書かれた物件を見たのであきらめた経

験がある人が 26．8％にのぼった。 

また、雇用差別について、過去 5 年間に日本で仕事を探したり働いたりした経験があると回

答した 2，788 人の外国人のうち、外国人であることを理由に就職を断られた経験がある人が

25．0％、同じ仕事をしているのに賃金が日本人より低かった経験がある人が 19．6％、外国人

であることを理由に、昇進できないという不利益を受けた経験がある人が 17．1％にのぼって

おり、差別的取扱も深刻な問題である。 

さらに、本法律は理念法に過ぎず、ヘイトスピーチの禁止規定を持たない点で実効性に欠け、

その結果、現在も白昼堂々、ヘイトスピーチを繰り返すデモや街宣活動が繰り返されている。  

したがって、我々は日本政府に対し、人種差別の状況について定期的に実態調査を行うとと

も、人種差別撤廃条約の国内法である包括的な差別禁止法を速やかに制定するよう求める。 

イ ヘイトクライムについて 

差別を動機とする犯罪、いわゆるヘイトクライムも深刻である。 

この点、インターネット上の脅迫や名誉毀損については、匿名加害者の特定が困難で被害が

十分に救済されない状況にあった。しかし、インターネット上で誹謗中傷を受けた有名人が自

殺した事件等を受け、2022（令和 4）年 4 月 28 日にプロバイダ責任法が改正され、加害者特

定の民事手続を簡素化されるとともに、同年 7 月 7 日には、侮辱罪の法定刑が「拘留（30 日未

満）か科料（1 万円未満）」に「1 年以下の懲役・禁錮または 30 万円以下の罰金」が追加され

る改正法が施行された。しかし、いずれも人種差別を動機とする犯罪を重罰化している訳では

なく不十分である。 

また、ヘイトクライムはネット上に留まらず、例えば 2021（令和 3）年 3 月には、ヘイトス

ピーチ解消法の成立時に国会で参考人として証言した在日コリアンの女性に対して脅迫文が送
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りつけられ、同年 7 月には奈良県の韓国民団の施設に不審火が発生、同年 8 月には京都府の在

日コリアン集住地区（ウトロ）において放火事件、同年 12 月には大阪府の韓国民団牧丘支部の

室内にハンマーが投げ込まれるなどしている。放火事件については、2022（令和 4）年 8 月、

被告人に懲役 4 年の実刑判決が言い渡されたが、加害者の強固な人種差別的動機は被害当事者

に強い衝撃と恐怖を与えた。 

かかる状況を受け、上記自由権規約委員会の勧告でも、ヘイトクライムを独立した犯罪とし

て規定することが求められている（CCPR/C/JPN/CO/7、パラグラフ 13）。 

ヘイトクライムは直接の被害者にとって害悪であるだけでなく、社会の分断を招き、ひいて

はジェノサイドを招く危険をも有する。日本政府は、日本のヘイトクライムの現状について実

態調査を行い、しかるべき対策を速やかに講じるべきである。  

 

 

 

 

ウ 地方自治体の対応について 

 日本は、人種差別撤廃条約に基づき、中央政府のみならず地方公共団体も人種差別を撤廃す

る責務を負っている。また、ヘイトスピーチ解消法成立時の付帯決議衆院両院の附帯決議 2 項

では「本邦外出身者に対する不当な差別的言動が地域社会に深刻な亀裂を生じさせている地方

自治体」には「国とともに、・・・施策を着実に実施すること」（衆院。参院も同旨）が求めら

れている。 

2015（平成 27）年 9 月 8 日、東弁は、人種差別行為を行うことを目的とする公の施設利用

申請に対して、当該施設を管理する地方自治体は、条件付許可、利用不許可等の利用制限その

他の適切な措置を講ずるべきであるとする意見書を公表した。さらに 2018（平成 30）年 6 月

7 日、具体的な人種差別撤廃条例モデル案を、人種差別撤廃条例の制定を求める意見書ととも

に公表した。このモデル条例案は、ヘイトスピーチのみならず、差別的取扱を含む差別の全て

を対象としている。また、差別禁止規定を置き、制裁規定として、①措置、②警告、③命令、

④過料（行政罰）の 4 段階を設け、かつ、①②③の各段階で人種差別の撤廃に関する専門家か

らなる第三者機関による審査を受ける仕組みを提案している。  

以上の動きに呼応するように、まず、公の施設利用制限については、2018（平成 30）年 3 月

に川崎市が、同年 4 月から京都府が、同年 7 月から京都市が第三者機関の設置を含む公共施設

の利用制限に関するガイドラインを施行した。東京都も後に述べる条例に基づいて 2019（平成

31）年 4 月から公の利用制限に関する基準を策定・公表している。 

次に、条例制定の動きとしては、まず 2016（平成 28）年 7 月にヘイトスピーチ事案に関す

る拡散防止措置と加害者の氏名公表措置等を定めた「大阪市ヘイトスピーチへの対処に関する

条例」が施行された。その後、2017（平成 29）年 6 月には観音寺市が市公園条例を改正して不

当な差別的取扱を誘発、助長する恐れがある行為の禁止規定を設けた。また、2018（平成 30）

年 4 月には不当な差別的取扱の禁止と、差別的言動をしないことの努力義務を定めた「世田谷
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区多様性を認め合い男女共同参画と多文化共生を推進する条例」が、2019（平成 31）年 4 月に

はヘイトスピーチ事案に関する拡散防止措置と事案公表措置、及び公の施設利用制限基準の策

定について定めた「東京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現を目指す条例」

が、同じく 2019（平成 31）年 4 月には、市民による不当な差別及び暴力の禁止を定めた「国

立市人権を尊重し多様性を認め合う平和なまちづくり基本条例」が施行された。また、同年 7

月にはヘイトスピーチ解消法の理念を確認した「神戸市外国人に対する不当な差別の解消と多

文化共生社会の実現に関する条例」が成立（施行は 2020（令和 2）年 4 月）している。 

そのような中、ついに神奈川県川崎市では「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例」

が 2020（令和 2）年 7 月 1 日に施行された。同条例は、ヘイトスピーチに対して第三者機関を

関与させるなど慎重な手続きを経た上で、繰り返される場合には罰金刑を科し得るというもの

で、ヘイトスピーチに対して初めて刑事罰を科した点で注目を集めている。 

このように、各地に人種差別に関連する条例制定の動きが広まっているが、その内容には相

当のばらつきがある。今後、各地で、東弁が求めるような、人種差別全般に関する包括的な条

例が制定されていくことが望ましい。 

 

 

 

（２）難民問題 

 日本は、1981（昭和 56）年に「難民の地位に関する条約」に加盟し、以後、難民を保護すべ

き国際的責務を負っている。 

しかし日本の難民認定率は極めて低い。2021（令和 3）年度は、2,413 名の申請者数に対し

てわずか 74 名（3％）しか認定されていない。他の先進国が年間万単位の数で受け入れている

ことと比べて、日本の難民制度は「難民鎖国」と言われるほど閉鎖的である。一方、人道的配

慮により在留特別許可を得た者を含めた庇護者の総数は 580名と例年に比べて飛躍的に増加し

たが、そのうち 498 人は、2021（令和 3）年 5 月発生した軍事クーデターを踏まえた緊急避難

措置に基づいて在留資格を与えられた在留ミャンマー人である。 

日本政府は、日本の難民認定率の低さは、日本に来ている難民申請者の中には就労目的の、

いわゆる偽装難民が多く含まれていることによると主張している。しかし、難民制度の濫用者

が日本にだけ集中する理由はないのであって、実際は、日本政府が難民申請者に対し、UNHCR

（国連難民高等弁務官）が定める国際的な難民認定基準に比べて高い立証責任を課しているこ

とや、難民条約上の難民の定義について独自の厳格な解釈を用いていること、難民不認定処分

に対する不服申立が一次処分を下した法務省・入管当局から独立していないことが、日本の低

い難民認定率の原因である。 

上記の自由権規約委員会も、日本政府に対して、国際水準に則った包括的な難民保護法の制

定を求めている（CCPR/C/JPN/CO/7、パラグラフ 33）。 

我々は、日本政府に対して、法務省出入国管理局ではなく、政策的・外交的配慮に影響され

ない独立した第三者機関による、国際的基準に基づいた難民認定手続を確立するよう強く求め
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ていく。 

 

（３）入管施設における長期収容問題 

 出入国管理及び難民認定法（入管法）は、退去強制事由に該当する全ての外国人を収容する

という「全件収容主義」を採用している。収容の根拠となる収容令書、退去強制令書はいずれ

も司法によるチェックを受けないまま入国管理局の主任審査官により発付される（入管法 39

条 1 項、51 条）。しかも、退去強制令書による収容には期間制限がない。この収容から身柄を

開放する手段としては、入国者収容所長又は主任審査官の許可による仮放免（入管法 54 条）と

いう制度があるが、許可の判断には広範な裁量権が与えられており、その許可基準も不明確で

ある。 

とりわけ、2015（平成 27）年秋頃からコロナ禍前まで、仮放免条件遵守について厳格にチェ

ックする運用が始まり、長期に収容される者の数が増えていた。2019 年 6 月末時点で全国の

被収容者 1253 名のうち、収容期間が 6 ヶ月を超える者は 679 名に上り、2 年や 3 年を超える

者も多数含まれていた。また、2018 年 8 月末の数値と比較すると、収容期間 1 年 6 ヶ月以上

の者は 238 名から 393 名と著しく増加していた（福島瑞穂参議院議員ホームページ掲載資料よ

り）。そうしたなか、2018（平成 30）年 4 月 25 日には、東日本入国管理センター内でインド

国籍の男性が自殺により死亡した。この男性は死亡する前日に仮放免申請が却下されたことを

告げられており、長期にわたる収容を悲観したことが自殺の原因と考えられている。そして当

該事件後、長期収容を悲観した被収容者らによるハンガーストライキが各地の収容所で広まり、

2019（令和元）年 6 月 24 日には、大村入国管理センター（長崎県大村市）で、収容中の 40 代

のナイジェリア国籍の男性がハンガーストライキによって餓死するという事件が起きた。また、

同年 7 月 9 日、東日本入国管理センター（茨城県牛久市）でハンガーストライキをしていた 2

名が仮放免を許可されたものの、東京入国管理局は、そのわずか２週間後に 2 名の仮放免延長

を認めずに再収容するという極めて非人道的な対応に及び、強い批判を受けるに至った（2019

年 07 月 31 日東弁会長声明「人間の尊厳を踏みにじる外国人長期収容と違法な再収容に抗議す

る会長声明」）。2020（令和 2）年 8 月 28 日には、国連人権理事会の恣意的拘禁作業部会が、

入管における長期収容が恣意的拘禁に該当し、自由権規約第 9 条等に違反するという意見を採

択した（A/HRC/AGAD/2020/58）が、日本政府は強い反発を表明した。 

 

また、日本政府は、上記 2019（令和元）年 6 月の餓死事件と大規模な抗議活動を契機とし

て、2019（令和元）年 9 月 19 日、出入国管理政策懇談会に収容・送還に関する専門部会を設

置し、同部会での議論を経て、2021（令和 3）年 2 月 19 日、入管法の改正案を国会に提出し

た。ところが、同法案は、当初期待されていた、収容期間の上限設定や司法審査の導入、難民

認定制度自体の適正化といった真に必要な改正ではなく、入管による広範な裁量権を維持しつ

つ、さらに退去強制手続関連の罰則を多数創設し、難民申請者の強制送還を一部解禁するなど、

対象となる外国人の権利を広範に制限する不当なものであった（同年 2 月 26 日付日弁連「出

入国管理及び難民認定法改正案（政府提出）に対する会長声明」、同年 3 月 8 日付東弁「入管法
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改正案（政府案）に反対する会長声明」、同年 5 月 14 日付日弁連「入管法改正案（政府提出）

に改めて反対する会長声明」、同年 5 月 17 日付東弁「入管法改正案（政府提出）の採択に反対

し、廃案を求める会長声明」）。さらに、同年 3 月 6 日には、名古屋入管に収容されていたスリ

ランカ国籍の女性、ウィシュマ・サンダマリさんが適切な医療措置が講じられずに放置された

結果、収容所内で死亡するという事件を契機に、入管収容の非人道的な実態が広く知られると

ころとなり、折しも国会上程中であった入管法改正案についても疑問視する世論の声が高まっ

ていった。また、国連人権理事会の特別報告者及び恣意的拘禁作業部会、さらに国連難民高等

弁務官事務所からも改正案に対する重大な懸念が表明された。以上の経過を経て、入管法改正

案は、同年 5 月 18 日に廃案となった。 

 しかし、日本政府の国連恣意的拘禁作業部会に対する敵対的な対応や、ウィシュマさんの件

について当初、遺族や国会議員に対するビデオの開示を頑なに拒絶していた自己防衛的な対応

を見る限り、日本政府に入管制度を抜本的に改善する意思が欠如していることは明らかであり、

今後も同様の改正案が国会に上程される可能性がある。我々は、全件収容主義の撤廃、収容に

かかる期限の上限設定、送還の目処が立たない者（難民申請者等）に対する早期の仮放免許可

などが実現するよう、働きかけていく。 

 また、収容施設の医療体制も不十分であり、2022（令和 4）年 9 月 16 日には、東日本入国

管理センター内で体調不良を訴えたにも関わらず適時に外部病院の診察を受けられなかったカ

メルーン男性が死亡した事件について、水戸地裁で国側の責任を認める判決が言い渡された。

国は、収容施設における医療体制の構築により二度とこのような事件が起きないよう徹底した

再発防止策を講じるべきである（2014 年 04 月 23 日東弁「東日本入国管理センターにおける

2 件の被収容者死亡事件に関する会長声明」）。 

 

 

（４）外国人労働者の受け入れに関する問題（技能実習制度） 

2019（平成 31）年 4 月、に外国人労働者の受け入れ拡大に向けた改正入管法が施行され、政

府が指定した業種で一定の能力が認められる外国人労働者に対し、新たな在留資格「特定技能

１号」「２号」を付与することが認められることとなった。 

この法改正は少子化に伴う労働力不足への対応を目的としているが、現状、日本では、多く

の外国人技能実習生が、非熟練労働者として日本の労働力不足を補完しているという歪んだ現

状がある。すなわち、2017（平成 29）年 10 月末時点での外国人労働者は 127 万人を超えてい

るところ、そのうち技能実習生として働いている外国人労働者は約 25 万人に上っている。外

国人技能実習制度は、海外への技術移転という名目と、単純労働者としての受入という実体と

が乖離しているうえ、送り出し国のブローカーによる多額の保証金の徴収、受け入れ国の実習

先での低賃金・長時間労働などの甚大な人権侵害が後を絶たず、国連の人権条約機関からも現

代的奴隷として強い非難を浴びている。よって、新たな法制度により非熟練労働者の受入を拡

大するのであれば、この外国人技能実習制度の廃止と引き換えに行われるべきである。 

また、新たな外国人労働者の受け入れにあたっては、それにより新たな格差や社会不安を生
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み出すことがないよう、外国人との共生社会の確立に向けた、差別禁止法の制定、統合政策の

策定など、外国人労働者の人権保障に十分に配慮したインフラを早急に整備するべきである。 

 

（５）強制退去処分をめぐる司法判断 

なお、外国人に対する不当な強制退去処分については、国の対応を違憲とする判決が相

次いでいる。 

まず、2014 年 12 月に、名古屋入管が、難民不認定処分への異議申立棄却決定を通知

した翌日に、当該難民申請者をチャーター機で本国に強制送還した事案において、2021

（令和 3）年 1 月 13 日、名古屋高裁は、異議申立棄却決定の告知を送還の直前までわざ

と遅らせ、弁護士と連絡を取る間も与えずに送還した行為は、裁判を受ける機会を実質的

に奪っている点で違法と判断し、44 万円の賠償を命じた。また、同年 9 月 22 日、東京

高裁は、東京入管で起きた上記と同様の別事案について、憲法 32 条、31 条及び 13 条に

反して違憲であると判断し、60 万円の賠償を命じている。 

現在、出入国在留管理庁は、難民の審査請求棄却の採決告知後に送還する場合には送還

時期を 2 ヶ月以上先とし、かつ、その時期を本人に告知する運用を開始している。  

以 上 

 

 


